
平成１６年１１月２６日 「第５回社会保険庁の在り方に関する有識者会議」提出資料

これまでの議論の整理と今後の検討方針
（中間とりまとめ）

社会保険庁の在り方に関する有識者会議

平成１６年１１月２６日

１．社会保険庁を取り巻く状況等

○ 社会保険庁については、先般の年金制度改革の審議やマスコミの報道等におい

て、その事業運営の在り方について、

・利用者の立場や目線に立ったものとなっていない

・税金や保険料を年金給付に関すること以外に安易に使っている

・個人情報保護の重要性等について意識が足りない

・保険料の徴収対策に真剣に取り組んでいない

・組織としての一体性や内部統制がとれていない

・国民に対する情報の提供が迅速・適切に行われていない

など、その問題点等について様々な指摘がなされた。

○ 社会保険制度は、国民の信頼があってこそ成り立つものであり、損なわれた国

民の信頼を回復するためには、提起された様々な厳しい批判を真摯に受け止め、

社会保険庁の改革を速やかに進めていくことが必要である。

○ このような状況を踏まえ、社会保険庁の在り方について基本に立ち返った検討

を行う場として、本年８月に官房長官の下に、この「社会保険庁の在り方に関す

る有識者会議」が設置された。

○ また、この間、社会保険庁においても改革を推進する体制が整備されてきた。

新しい体制の下で、民間の発想や感覚を大胆に導入した取組を推進することが求

められている。

○ しかしながら、その後も社会保険庁幹部職員の収賄容疑での逮捕や、監修料問

題といった国民の疑惑を招く事案が明らかになったことは誠に遺憾であり、組織

そのものの在り方が問われている。今後、厚生労働省に設置された副大臣を委員

長とする信頼回復対策推進チームの下で、徹底した調査を進めるとともに、監修

料の受け取り禁止等の厳格なルールの遵守が図られなければならない。



２．これまでの議論の状況等

○ 本会議は、第１回会議を平成１６年８月１１日に、第２回会議を８月２５日に

開催し、社会保険庁改革の課題と方向性について議論を行ってきた。その際、特

に、構造的課題が何であるのかを明らかにしつつ、それに対して対症療法的では

、 。なく 構造的に解決できる対応が講じられるよう留意しながら議論を進めてきた

○ また、９月１７日の第３回会議においては、こうした議論を踏まえ、社会保険

庁から当面の具体的な業務改革メニューとして「緊急対応プログラム」が提示さ

れ、その具体的方策等について議論を行った結果、１０月２５日の第４回会議に

おいて「緊急対応プログラム （修正版）が提示され、緊急対応方策の具体化に」

関し、引き続き議論を深めた。

○ さらに、本日の第５回会議の議論を経て、別添のとおり、最終的な「緊急対応

プログラム（再修正版 」が取りまとめられた。）

３ 「緊急対応プログラム」に基づく取組について．

○ 「緊急対応プログラム」においては、構造的課題に対応するため、国民サービ

スの向上、予算執行の透明性の確保、個人情報保護等の徹底、保険料徴収の徹底

及び組織の改革の各分野にわたる業務面での対応に加えて、運営評議会、調達委

員会及び法令遵守委員会の設置等の組織面での対応も掲げられ、実施可能なもの

から逐次取組が開始されているところである。

○ 今後、社会保険庁においては、緊急対応プログラムに掲げられた取組事項のう

ち、緊急に実施すべきものとされている事項については、今年度中に確実に実施

すべく対応を進めるとともに、来年度に実施すべき事項については、平成１７年

度予算に向けて必要な措置を講じた上で、円滑な実施に努められたい。

○ また、これらの実施に当たっては、調達コスト削減目標の設定、社会保険事務

所毎の事業コストの管理等を通じて、予算の効果的・効率的な執行を徹底すると

ともに、具体的な取組内容等について、ホームページなどを通じて国民に分かり

、 。 、やすい形で情報提供し 国民の理解を得るよう最大限努めるべきである 併せて

「緊急対応プログラム」に掲げられた取組を円滑に推進するための体制整備にも

留意すべきである。

○ なお、今後とも、緊急対応プログラムの内容については、状況に応じて適宜追

、 、 。加 改善を図るなど 国民のニーズ等に即し機動的に対応することが必要である



４．今後の検討方針

○ 本会議においては、第４回会議から、社会保険庁の組織の在り方についての議

論にも着手したが、今後、来年夏の最終とりまとめに向けて、様々な観点から議

論を深めることとしたい。

○ 社会保険業務については、今後、高齢化の進展に伴い業務量が確実に増加する

とともに、国民の社会保険制度への関心の高まり等により、質の高いものである

ことが求められる。

○ したがって、組織の在り方についての議論に当たっては、まずは、運営主体が

どのように変わろうとも、国民のニーズに十分に応えるサービスを提供すること

を徹底することと併せて、組織の効率化を徹底していくことが不可欠であり、

・どのようにして業務そのものの効率化を図っていくか

・どのような業務について、外部委託や非正規職員への転換を図っていくか

・どのような業務について、広域的な集約化を図っていくか

・どのようにして人員配置の地域格差を是正していくか

等の具体的方策について検討することとする。

○ また、運営主体の在り方についての検討に際しては、社会保険事業の運営主体

に求められる基本的要素を十分踏まえることが必要であり、具体的には、

①国民の信頼の下における将来にわたる持続可能性の確保

②全国民による支え合いの仕組みの確保

③国民の視点に立ったサービス提供の推進

④全国民を対象とした一元的かつ超長期的な被保険者情報の管理

⑤政府管掌健康保険における被用者の受け皿としての機能の確保

⑥被保険者情報の保護の徹底

⑦保険料の強制徴収等の公権的行為の迅速・確実な実施

⑧費用対効果の視点等に立った効率的・効果的な業務の実施

といったことを遂行できるものであることを前提として、独立行政法人化等公法

人化すべきではないか、民間に委ねてはどうか、社会保険庁の業務の一つである

徴収業務を他の機関に移管してはどうかという議論をも含め、あらゆる議論を例

外とせず幅広い検討を進めていく。

○ なお、運営主体の在り方に関しては、他の審議会等における制度の在り方につ

いての議論の進展状況にも十分留意しつつ、議論を進めることとする。

○ また、こうした組織の在り方についての議論を進めるとともに、事務・事業や

、 、情報公開の在り方 関連する団体の在り方等についても引き続き検討を行うなど

社会保険制度の主役である国民の便益が最優先されなければならないという基本

的な考え方に立って、本会議に課せられた役割・責任を十分に果たすべく議論を

尽くしてまいりたい。



（ 別添 ） 
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○国民の信頼を受けることができる 会保険サービスの実現に向け

て、この「緊急対応プログラム」 ものから逐次取組を開始する

とともに、今後検討することとし 早急に具体化を図り、社会保

険庁の抜本的な改革を推進します

 
 
 
 
 
 
 
 

（注）下線は前回からの修正点。 
        ※は既に実施している事項。 
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１．国 スの向上 

（１）現状と対応の方向性 
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（２）具体的方策 
ア 国民ニーズの把握 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ①社会保険庁の業務やサービスの改善・効率化に関する意見・アイデアを広く国民から募集する「長官への手紙・

長官へのメール」を実施する※ 
    ②利用者からの苦情等への応対マニュアルを見直し、その周知徹底を図るとともに、業務改善に反映することが

できる国民の声（苦情等）報告体制を整備する※ 
 
 【来年度以降に実施する事項】 

    ○社会保険事務所の来訪者に対して、窓口サービスの満足度に関する定期的なアンケート調査等を実施する  

（１７年度） 
 
イ ニーズに対応したサービスの提供 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 
①社会保険庁ホームページを充実して、社会保険庁改革の推進状況を逐次国民に情報提供するとともに、各種窓

口の案内や制度の分かりやすい説明、各地域別の情報提供に努める（随時） 
②年金受給が近づいた５８歳到達者に対して、被保険者記録を直接ご本人宛に通知するとともに、希望する方に

対しては年金見込み額を別途通知する※ 
    ③社会保険事務所等における待ち時間の解消や勤労者等平日昼間に相談できない方への相談時間を確保するため、

年金相談の充実を図る 
：昼休み時間帯における相談の実施の徹底※ 

      ：お盆明けにおける相談時間の延長※ 
      ：年金週間における平日夜間及び休日の相談の実施※ 

：毎週月曜日における相談時間の延長（１６年度中） 
：土日における相談のモデル実施（１６年度中） 
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：予約制の導入モデル事業の実施（１６年度中） 
      ：インターネット（個人認証を活用）を利用した年金個人情報の提供（１６年度中に３６５日２４時間受け

付けるサービスを実施し、さらに１７年度には、年金加入状況について即時に回答する仕組みを整備する

ことを検討） 
      ：障害者・高齢者に配慮したファックスによる年金相談の開始（１６年度中） 
  ④申請書類等を記入しやすくし、記載すべき内容がわかりやすいものとするため、年金受給者等の身になって各

種申請書類等の見直しを行う（随時） 
⑤高齢者や障害者が相談しやすい環境を整備するため、相談窓口のバリアフリー化や聴覚、視覚障害のある方へ

の情報のバリアフリー化を推進する（随時） 
 
 【来年度以降に実施する事項】 

    ①社会保険事務所等における年金相談に際し、具体的な年金見込額に関し情報提供を行う対象者の範囲を５５歳

以上から５０歳以上に引き下げる（１７年度） 
    ②毎年、年金加入者全員に対する保険料納付記録等の通知を行う仕組みを検討する 

（２０年度からポイントにより保険料納付実績とそれに基づく年金額の見込みを定期的に通知するポイント制

を導入）   
③年金請求者の利便性の向上を図るため、年金支給年齢に到達する直前に、年金加入履歴等が記載されている裁

定請求書を郵送する仕組みを検討する 
④社会保険事務所の配置や地域ニーズを考慮して、ハローワークや市町村の庁舎を活用した相談事業を検討する     

  ⑤政府管掌健康保険の被保険者が身近な場所で健診を受けられるよう健診実施機関の増大を図るなど、被保険者

のニーズに対応した健康診断の推進について検討する 
  ⑥政府管掌健康保険において年２回実施している医療費通知に併せて、個人情報保護の考え方に則ってレセプト

の開示請求が可能である旨及びその手続き等について被保険者に情報提供する（１７年度） 
  ⑦社会保険事務局ごとに社会保険事務所等におけるサービスの改善方策等について、地域住民、関係団体等の意

見を反映させるためのサービス改善委員会を設置する（１７年度） 
  ⑧住民基本台帳ネットワークを活用して、年金受給者の生存確認を行う（１８年度を目途に実施を検討） 
  ⑨各種の情報提供媒体について、より効果的・効率的な実施方法・内容等に改める（１７年度） 
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ウ 必要なサービスを提供するための体制等の見直し 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 
①年金相談の急増等に対応するため、社会保険事務所の窓口増設を図るとともに、年金相談センターの増設（７

１カ所→７３カ所）及び地域ニーズに応じた移転・廃止を行う（１６年度中） 
②社会保険事務所等に行かなくても年金相談ができるよう年金電話相談センターを拡充（１０カ所→２３カ所）

するとともに、効率的・効果的な電話相談の充実方策について検討する（１６年度中） 
  ③社会保険事務所におけるワンストップサービスの実現のため、総合相談室を拡充する（１６年度中に１２８ヶ

所） 
 
 【来年度以降に実施する事項】 
  ①社会保険労務士等について、年金相談業務における活用方策や社会保険事務所の審査業務等の簡略化に資する

活用方策を検討する 
    ②年金相談に関し、ファイナンシャルプランナーの活用、金融機関における対応など、民間ビジネスとしての環

境整備方策について検討する 
③入力事務等の外部委託を拡大し、社会保険事務所における業務の重点化を図る（１７年度） 

    ④既に外部委託している事業等について事務局単位からブロック単位に委託先を集約化するなど、効率化を図る

ためのモデル事業を実施する（１７年度） 
⑤政府管掌健康保険におけるレセプト点検について、効果的な改善手法を検討する 
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２．予算執行の透明性の確保等 

（１）現状と対応の方向性  
 
 

現 状 対応の方向性  
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（２）具体的方策 
ア 不適切な予算執行の排除 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ①平成１６年度の事務費執行に当たっては、宿舎の建て替え、公用車の購入、交際費の使用は極力行わない※ 
    ②年金福祉施設整備には新たに年金保険料財源を投入しない※ 

③調達コストの削減目標数値を設定し、事務費の徹底した経費削減を実施する（１６年度中） 
 

【来年度以降に実施する事項】 
    ①社会保険オンラインシステムの刷新可能性調査を踏まえた最適化計画を策定する（１７年度） 
  ②厚生年金会館や厚生年金病院などの保健・福祉施設を売却する（１７年度） 

併せて、これらの施設を運営している法人について、廃止を含めた整理合理化を進める 
 
イ 予算執行の透明性の確保 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 
  ①調達における競争性・透明性の確保を図り、調達コストを効率化するため、競争入札又は企画競争を原則とす

る※ 
    ②社会保険庁の予算及び決算について、広く国民に情報提供するため、インターネット等を活用してわかりやす

い形で公表する（１６年度中） 
 
  ウ 新たなチェックシステムの導入 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 
①年間を通じた調達の進行管理を行うとともに、一定額以上の調達案件の審査等を実施するため、調達委員会を

設置する※ 
②社会保険事務所毎に事業単位での予算の執行状況を把握し、事業コストを管理する（１６年度中） 
③予算執行についての内部監査を強化する（１６年度中） 
④国民の信頼を損なう不祥事案が生じたことを踏まえ、「厚生労働省信頼回復対策推進チーム」の下で、徹底した

調査を行うとともに、監修料の受け取り禁止等の厳格なルールの遵守を図る 
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３．個人 等の徹底 

（１）現状と対応の方向性 
 

現 状 対応の方向性  
 

個人情報管理システムの強化  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

監視のための体

制が整備されて

いない 

個人情報漏洩防

止のためのシス

テムが整ってい

ない 

個人情報保護の

ための規定の整

備が不十分であ

る 

 
 
 
 
 
 
 

      現  象 
年金加入歴等の個人情報の保護

の重要性など職員の倫理意識が

足りない 
情報保護
規定の整備等 
 
○個人情報保護に関する内部規定を整

備し、職員に周知する 

 
○個人情報へのアクセスの制限を図る

ことにより、個人情報の保護のための

管理システムを強化する  

監視体制の強化 
 
○被保険者記録へのアクセスの監視や

委託業務の監督を厳格化する 
 

 

個人情報保護等のためのチェックシステムの強化 
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（２）具体的方策 
ア 個人情報管理システムの強化 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ①端末操作に必要なカードについて、管理責任を明確にするため担当職員毎にカード番号を固定化する※ 
    ②カードの安全性を確保するため、本人識別のパスワードを登録する仕組みとする※ 
    ③相談業務以外を担当する職員については、氏名索引照会処理が行えないようカード機能を制限する（１６年度

中） 
 
イ 規定の整備等 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ○個人情報保護のための措置の確実な実施を図るため、社会保険庁電子計算機処理データ保護管理規程を見直し、

職員への周知を徹底する（１６年度中） 
 
 【来年度以降に実施する事項】 
○行政機関個人情報保護法の円滑な施行を図るため、開示請求や訂正請求に対応するための窓口設置等の体制を

整備する（１７年４月） 
 
ウ 監視体制の強化 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 
①業務目的外の閲覧等について被保険者記録へのアクセス内容を監視できるようにする（１６年度中） 
②個人情報にかかわる業務を委託する場合における委託先の選定、業務の監督等の厳格化を図る（１６年度中） 
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４．保険料徴収の徹底 

（１）現状と対応の方向性  
 

現 状 対応の方向性  

社会全体での取組の推進 
 
○関係省庁、自治体、各種団体等との連

携の下に、社会全体で納付率アップの

加速化のための取組を推進する 
 

納付率向上の加速化 
 

要因別収納対策等の推進 
 

等の要因別収納対策の徹底や、年

革法等に基づく制度改正の実施

り、納付率を着実に向上させる 
 

別収納対策＋制度改正 
度：６３．４％→１９年度：８０％）

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

年金制度の枠組み

や社会保険庁のみ

による対応では限

界がある 

未納等の要因に応じ

た効率的・効果的な徴

が十分に講じ

いない 

事務所単位で徴

収事務の改善に

向けた明確な目

標がない 

 
 
 
 
 
 

      現  象 
適用対策や徴収対策に真剣に取

り組んでいない 
○未納

金改

によ

要因

（１５年 
年度別行動計画の策定 
○納付率８０％を着実に実現するため、

年度別行動計画を社会保険事務所毎

に策定 
 

適用・徴収対策の強化と基礎年金番号による生涯にわたる記録

管理の適正化 
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（２）具体的方策 
ア 要因別収納対策等の推進 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

     ①コンビニ、インターネットバンキング等による保険料納付等の周知・推進を図り、納付しやすい環境づくり

を進める※ 
②被保険者の納付手続きの簡素化や納付忘れの防止を図るため、資格取得時や納付督励時等における口座振替

の勧奨を徹底する※ 
③負担能力がありながら未納である約３万人について強制徴収を実施する※ 
④ハローワークとの連携により、失業者に対し、種別変更の手続きや特例免除制度の周知の徹底を図る※ 
⑤厚生年金・健康保険について、事業所から本年１月から９月までに提出された全喪届の総点検を実施し、違

法な脱退の是正を行うとともに、一定規模以上の未適用事業所に対する重点的な加入指導や職権適用を実施

する（１６年度中） 
 【来年度以降に実施する事項】 

     ①若年層の失業・無業者等に対し、保険料追納の機会を付与する納付猶予制度を導入する（１７年４月） 
     ②口座振替の活用を促進するため、口座振替割引制度を拡充する（１７年４月） 
     ③転退職により厚生年金から脱退した者であって一定期間国民年金に加入しない者について職権適用等を実施

する（１７年４月） 
     ④国民年金の資格喪失後、一定期間厚生年金等の加入の届出がない者に対して通知を行い、国民年金の未加入

状態の発生を防止する（１７年度） 
⑤未納者に対する効果的な納付督励の手法の検討・普及等を図る（１７年度） 
⑥強制徴収の実施規模の拡大について検討・実施する（１７年度） 
⑦現行の全額免除・半額免除に加え、３／４免除・１／４免除の段階を追加した多段階免除制度を導入する  

（１８年７月） 
⑧労働保険との徴収事務の一元化について、更に効率化できる事務処理方法等を検討し、可能なものから逐次

実現を図る（随時） 
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イ 社会全体での取組の推進 
  【緊急（今年度中）に実施する事項】 

①町内会長等を特別国民年金推進員に任命し、特定地域毎の収納の強化を図る※ 
②商工会などの業界団体へ保険料収納を委託し、地域に根ざした収納活動を実施する（随時、関係団体への協

力を依頼） 
③市町村から所得情報を取得し、所得がある方については強制徴収を実施するとともに、所得の低い方につい

ては免除周知を的確に実施する※ 
④保険料納付意識の徹底を図るため、国民年金保険料納付額証明書を発行する（１７年２月） 
⑤中・高校生を対象とした年金教育を拡充する（随時、関係機関への協力を依頼） 

 
  【来年度以降に実施する事項】 

     ○以下の事項について検討し、関係省庁、自治体、各種団体等との連携の下に納付率の向上を加速化させるた

めの取組を推進する（随時） 
：保険料の未納・未加入者に対する各種資格取得の制限 

        ：国民健康保険との保険料徴収事務等における連携 
：住民基本台帳ネットワークの活用（生存、住所データ） 

：大学との連携による年金教育の推進、制度の周知徹底 
：厚生年金が適用されないパート等に対する事業主を通じた周知の徹底 

     ○国民の年金教育について社会保険大学校の活用を図る（１７年４月） 
 
ウ 年度別行動計画の策定 
  【緊急（今年度中）に実施する事項】 

○ 納付率８０％（平成１９年度）を達成するため、社会保険事務所毎に年度別行動計画の策定を開始する※ 
 

 【来年度以降に実施する事項】 
   ○年度別行動計画に基づく達成状況等を確認・検証し、次年度の行動計画の策定等を行う（１７年度） 
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５．組織の改革 

（１）現状と対応の方向性 
 
 
 
 

現 状 対応の方向性  
 

内部統制（ガバナンス）等の強化

 
○社会保険庁における内部統制（ガバナ

ンス）の強化や事業管理の確保等を図

る 

組織・人員の配置の見直し 
 
○組織及び人員配置の地域間の格差を

是正し、業務に応じた最適配置を図る

  

職員の意識改革 
 
○職員の意識改革を図るとともに、業務

改善・効率化意欲を向上させるインセ

ンティブを付与する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職員一人一人が

意欲を持って働

くことができる

仕組みでない 

地域によって、

人員配置や事業

成績が大きく異

なる 

組織の一体性や

内部統制がとれ

ていない 

 
 
 
 
 
 
 

      現  象 
組織が内向きで、風通しの悪いも

のになっている 
全国組織としての一体感の醸成 
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（２）具体的方策 
ア 内部統制（ガバナンス）等の強化 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ①社会保険庁の事業内容や業務の実施方法等の事業全般について、保険料拠出者や利用者の意見を反映させ、そ

の改善を図ることを目的として、労使代表、学識経験者等からなる運営評議会を設置する※ 
    ②経済界の協力により顧問的役割を担う者や、プロジェクトリーダー、アドバイザリースタッフ等を配置する※ 
    ③法令等の遵守上の問題事例について、職員が通報できる内部通報制度を設け、通報への対応や防止策を検討す

るコンプライアンス委員会を設置する※ 
④年金の給付誤り等の事例が生じた場合には、適切かつ迅速に公表する（随時） 

 
 【来年度以降に実施する事項】 

    ○実績評価と目標設定を明確にして業務管理を行うとともに、社会保険事業計画を全面的に見直す（１７年度） 
 

  イ 組織・人員の配置の見直し 
 【緊急（今年度中）に実施する事項】 

    ○人員配置の地域間格差を是正し、最適な人員資源の配分を実現するため、今後の業務の見直し方針を踏まえつ

つ、段階的な人員配置の見直し計画を策定する（１６年度中） 
 
【来年度以降に実施する事項】 
①事務所等の拠点の配置を可能なものから順次見直し、効果的な業務の展開を図る（随時） 
②地方における好取組事例等の積極的な全国展開を図るとともに、本庁と現場との風通しを良くするため、本庁

と地方庁の人事交流を大幅に拡大する（１７年度） 
    ③地方職員の本庁主要ポストへの登用を拡大する（１７年度） 
    ④コア業務以外の業務について、業務効率化の観点から外部委託の拡大等を推進する（１７年度） 
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  ウ 職員の意識改革 

【緊急（今年度中）に実施する事項】 
①個々の職員が業務改善案を提案できる内部改善提案制度を設ける※ 
②お客様志向の意識改革を図るため、職員行動規範を策定し、徹底する（１６年中） 
 ③国民のニーズに対応したお客様志向の社会保険サービスを提供するため、職員研修の体系及びカリキュラムの

抜本的な見直しを行う（１６年度中） 
 
【来年度以降に実施する事項】 

    ①各事務局・事務所ごとの事業実績を公表して、各事務局・事務所間の競争を促すとともに、効果的な取組を実

施した事務所に対して、表彰制度の積極的な活用を図る（１７年度） 
    ②実績給割合の拡大など国民年金推進員及び職員の給与の在り方について、公務員制度改革の動向を踏まえつつ

検討する
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６．組織の在り方の見直し 

 

○社会保険業務の効率化・サービスの向上を踏まえつつ、社会保険業務にふさわしい組織

形態の在り方や民営化又は外部委託できる部門の範囲について検討 

国民 
サービス 
の向上 

  予算執行 
の透明性 
の確保等 

個人情報 
保護等 
の徹底 

 

 

組織 
の 
改革 

 

保険料 
徴収 
の徹底 
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